
書式第12号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

平成30年度  事 業 報 告 書

特定非営利活動法人 育て上げネット

事業の成果

(1)行政からの委託事業

・地域若者サポー トステーション事業 (厚生労働省 )

立川、川 日、大阪、川崎、調布で受託・実施。若年無業者等が充実した職業生活を送 り、国の将

来を支える人材になるよう職業的自立に向けた就労支援 (キ ャリアコンサルティング、職業人

セ ミナー、ワークショップ、職場体験等)を実施。

たちかわ若者サポー トステーション 登録者 154名 、進路決定者  63名

かわぐち若者サポー トステーション 登録者 232名 、進路決定者  92名

大阪市若者サポー トステーション  登録者 256名 、進路決定者  96名

かわさき若者サポー トステーション 登録者 203名 、進路決定者 109名

ちょうふ若者サポー トステーション 登録者 177名 、進路決定者  77名

・若年無業者集中訓練プログラム事業 (厚生労働省 )

サポステを利用する若者を対象 とし、集中的に合宿形式を取 り入れ、職場実習、資格取得支援等

を行い、自信回復、就職に必要な基礎的能力の獲得等を図ることで、より就職に結びつくよう支

援を実施。たちかわ若者サポー トステーション 受講者 15名 。

・若者 自立支援センター埼玉就業支援事業 (埼玉県)

かわぐち若者サポー トステーションに併設。

・ コネクションズおおさか就業支援事業 (大阪市)

大阪市若者サポー トステーションに併設。

・川崎市若年者職業自立支援事業 (川 崎市)

かわさき若者サポー トステーションに併設。

・立川市若年者就業支援事業 「My Challengelた ちかわ」 (立川市)

新卒未内定者・就活中の大学生や専門学校生、高校中退 。中卒者等を対象 とし、就職活動や職場

定着を地域で包摂 し、定着支援 。相談・情報提供等を実施。参加20名 、進路決定17名 。

・ よこはま東部ユースプラザ (横浜市)

自立を目指す若年者の相談、講座の実施。居場所スペースの提供。

登録者72名 、 うち当該年度登録19名 、進路決定8名 。

・東京都立砂川高等学校との連携事業 (東京都立砂川高等学校)

東京都立砂川高等学校の不登校生徒への登校訪問支援や学習支援 (砂川カフェ)の実施。

・ キャリアサポーター業務の実施 (東京都立秋留台高校 )

進路相談ア ドバイスおよび進路行事等資料の作成、広報活動を実施。

・基礎基本学習個別支援の実施 (東京都立秋留台高校 )

学習内容等、学び直しが必要な生徒に対する個別支援および指導を実施。

・短期市民講師業務の実施 (東京都立人王子拓真高等学校 )



東京都立人王子拓真高校の生徒を対象に就労支援 。キャリア教育に関するア ドバイスの実施。教

職員・保護者に対する就労に関しての助言・援助を実施。

・キャリアサポーター業務の実施 (東京都立武蔵村山高校)

東京都立武蔵村山高校生徒の進学・就職等アドバイス及び進路相談のサポー ト等を実施。

・東京都立東村山高等学校との連携事業 (東京都立東村山高等学校)

校内寺子屋事業に係る学習支援業務の実施。

・学校と社会の架け橋プロジェク ト事業 (神奈川県)

県立高等学校の在校生を対象とした無業化予防支援の実施。

・中途退学者等への 「学び直し」支援事業 (東京都教育委員会)

都立高校における中途退学者等を高校卒業又は高校卒業資格取得に導くため、再入学や高校卒

業資格取得のための学習支援を実施。登録24名 、進路決定5名 。

・学びのセーフティネット(学習支援・居場所づくり)事業 (東京都教育委員会)

都立高校における中途退学者及び在籍する生徒、通信制過程の生徒対象に学力定着に向けた学

習支援、高校卒業又は高校卒業資格取得、就労に向けた体験活動の場や交流の場などを提供し

生活相談・進路相談を実施。登録17名。

・生活困窮世帯等を対象とした子どもの学習支援事業 (立川市)

生活困窮世帯・生活保護世帯等の子供がいる世帯を対象とし、子どもの学習支援を実施。

登録106名 、進路決定16名 。

・就労準備訓練及び社会適応力訓練支援事業 (杉並区)

杉並区就労支援センターに設置されたジョブ トレーニングコーナーにて、就労訓練やワークシ

ョップ、ボランティア活動を通じて社会的自立を図れるよう支援を実施。

登録80名 、進路決定者64名 。

・合宿型就労体験事業 (杉並区)

杉並区就労支援センタージョブ トレーニングコーナー利用者を対象に、合宿を通し集団行動の

訓練、一次産業の体験 。見学を行い個々の状態を見極めそれらに対応した支援を実施。

・就労支援に係る講話等の実施 (人王子少年鑑別所 。さいたま少年鑑別所・茨城農芸学院)

入所者への就労に向けた講話・IT講習の実施。

・府中市生保家庭訪問支援事業 (府中市)

被保護世帯の若者の社会参加及び就労支援のための家庭訪問・相談を実施。

・府中市若年者自立支援事業 (府中市)

ひきこもりなど専門的な知識の支援を必要とする相談に対応するためのイベントを実施。社会生

活を円滑に営む上での困難を抱える若者・保護者を対象に、恒常的かつ継続的な相談等を実施。

・川越 しごと支援センター若年末就労者向け支援事業 (埼玉県川越市)

若年末就労者を持つ親・家族向けにセミナー・相談を実施。

・青梅市立総合病院産業カウンセリング業務 (青梅市)

相談業務、研修の実施、情報提供等を実施。

・都立高校生の社会的・職業的自立支援教育プログラム事業 (東京都教育庁・特定非営利活動法人東

京学芸大こども未来研究所)

都立高校生を対象とし、社会人・職業人として生活していくために必要な能力等を身につける

ため金銭基礎教育プログラムを実施。

・地域の多様な人材との連携による高校生自立支援事業(2地区)(埼玉県)

埼玉県指定の事業実施校に通う生徒を対象とし、個別面談、中退予防面談、社会体験活動等を実



施。

・立川市若年者等育成支援ネットワーク事業 (立川市)

社会生活を円滑に営む上での困難を有する子ども 。若者を自立に導くため、ネットワークを活

用して、行政、社会福祉法人、特定非営利活動法人等が実施する支援事業につなぐことを目的と

したネットワーク会議等を実施。

・国分寺市若者支援業務運営 (国分寺市)

社会的自立に困難を有する若者に対し、関係機関が実施する支援事業につなぐことを目的とし

た若者支援地域ネットワークを運営、実施。

・国立市子ども 。若者支援業務運営補助 (国立市)

社会的自立に困難を有する子ども。若者に対し、関係機関が連携し、適切な支援計画の策定、地

域醸成等の助言・提案、講演会等を実施。

・東京都立南大沢学園PC検定対策講座の実施 (東京都)

教育支援体制等構築事業「PC検定対策講座」の運営及び実施。

・若者の自立支援に係る区市町村職員向け研修の実施 (東京都)

若者の自立支援に係る区市町村等の職員を対象とした研修の実施。

・子ども 。若者支援地域協議会の運営にかかるスーパーバイズ業務委託 (名 古屋市)

児童生徒の」将来の針路について職業、生涯を通じたライフプランを描く支援の実施に係る助

言・提案等を実施。

(2)自 主事業の実施

。若年者就労基礎訓練プログラム (ジ ョブ トレ)の実施

登録者109名 (当 該年度登録62名 )、 就労 (卒業)者33名 。

・学習スペース高松 (立川市)

小 。中学生を対象とした学習支援を立川市で実施。登録者5名 。

・サマーキャンプの実施 (立川市・山梨県)

学習支援を利用する小・中学生を対象にサマーキャンプを実施。

・ニー ト・ひきこもりの子を持つ母親の会「結」の実施

母親を対象とした面談、茶話会等の実施。会員数63名 (当 該年度登録12名 )。

・教育支援事業の実施

キャリア教育プログラムの実施 (企業との協働事業)登録講師136名。

・更生支援事業の実施

少年院での学習支援、高認試験講座等の実施 〈多摩少年院、交野女子学院)。

(3)公益法人との協働事業

・就活アプローチ事業に係る業務 (ワ ークスター ト支援プログラム)の実施 (公益財団法人東京 しご

と財団との協働事業 )

グループワークを中心 とし、自己理解や職場体験を通じて就職力を習得することを目的とした

支援を実施。

受講者44名 、ワークスター ト事業体験セ ミナー受講者64名 、個別カウンセ リングのべ698名 。

・離職者訓練心理相談室業務 (雇用能力開発機構神奈川センター、埼玉センター)

相談を必要とする訓練生に対し、よりよい就職に役立てるべく相談業務を実施。

・学習相談連携デスク指導業務 (学校法人駿河台大学)



学生の修学に関わる学習相談及び生活指導、進学・就職における相談等を実施。

・ ビデを通話システムの普及・活用による保護者支援に関する地域格差プロジェク トの実施 (公益財

団法人電気通信普及財団)

(4)企業 との協働事業

・若者就労 。応援パ ッケージ (合 同会社西友 との協働事業)

就労に困難を抱える無業の若者に対 し、適切なジョブ トレーニングの機会を付与することによ

り、若者の就職をサポー トすることを目的とした事業。パ ッケージ対象者 15名 。就労者 11名 。

・若者TECHプロジェク ト (マ イクロソフ ト株式会社 との協働事業 )

社会的困難を抱える若者や無業の状態にある若者にITス キル講習と就労支援を組み合わせた事

業を実施。

・ ホンキの就職プログラム (株式会社 リクルー トホールディングスとの協働事業)

若年者を対象 としたセミナー・講座を運営、実施。

・ Youth Drive(JPモ ルガン証券株式会社 との協働事業)

若者就労支援プログラムを実施。

・ Youth Drive for Digital Flexible Jobの 実施 (JPモルガン証券株式会社 との協働事業)

「働き方拡張」を主題 としたコンテンツ開発、ITス キル トレーニングを実施。

・金銭基礎教育プログラム (新生銀行株式会社 との協働事業)

ニー ト予防対策事業 として、首都圏の高等学校を中心に実施。

(5)出版事業

・書籍・物品の販売。



2.事業の実施に関する事項

(1)特 定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用【  】千円)

定款に記載
された事業名

事 業 内 容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

21人 冤1‐
´ヽ`  2,448ノ、 18,911立川市

川口市 24人 ,1:べ  6,260人 37,370

23,403大阪市 14人 延べ 4,765人

25人 延べ 3,181人 29,173川崎市

20,620

青少年の未就労
状況からの脱却と
就労の機会を与
える事業

地域若者サポートステーション事業(厚 生労働省委
託事業)

通年

調布市 17人

15-39歳の

就業・家事・
通学をして
いない者

延べ 2,571人

9,257

青少年の未就労
状況からの脱却と
就労の機会を与
える事業

若者自立支援センター埼玉(埼玉県委託事業) 通年 川口市 15人

15-44歳ο)

若年無業者
等とその保
護者

延べ 7,682人

28,831

青少年の未就労
状況からの脱却と
就労の機会を与
える事業

コネクションズおおさか(大 阪市委託事業) 通年 大阪市 13人

15-39歳の

若年無業者
等とその保
護者

延べ 7.031人

青少年の未就労
状況からの脱却と
就労の機会を与
える事業

川崎市若年者職業自立支援事業(川崎市委託事
業)

通年 川崎市 12人

15-39歳の

若年無業者
等とその保
護者・家族

延べ  980人 3,082

青少年の未就労
状況からの脱却と
就労の機会を与
える事業

ワークスタート(東京しごと財団との協働事業) 通年 千代田区 20人
求職活動を
行っていな
い若年者

延べ 2,533人 14,226

2,172MyChalengelたちかわ(立川市委託事業) 通年 立川市 8人

立川市内の

概ね15-25

歳の若者と
その保護者

参加   20人
青少年の未就労
状況からの脱却と
就労の機会を与
える事業

29,141通年 横浜市 20人

F尺貝|」 15-40

歳未満の若
年無業者と
その家族

延べ 2,488人

青少年の未就労
状況からの脱却と
就労の機会を与
える事業

よこはま東部ユースプラザ(横浜市委託事業)

2,360あきる野市 8人 在校生 220人

青少年の未就労
状況からの脱却と
就労の機会を与
える事業

東京都立秋留台高等学校との連携事業 ～31年 3月

537～31年 3月 武蔵村山市 6人 在校生 271ノ、

青少年の未就労
状況からの脱却と
就労の機会を与
える事業

東京都立武蔵村山高等学校との連携事業

延べ   33人 94八王子市 4人 在校生東京都立八王子拓真高等学校との連携事業 ～31年 3月

青少年の未就労
状況からの脱却と
就労の機会を与
える事業

延べ  212人 103立川市 3人 在校生NPO紹介事業連携(砂川カフェ(東京都立砂川高
等学校))

～31年 3月

青少年の未就労
状況からの脱却と
就労の機会を与
える事業

1376人
神奈川県立
高校の在校
生

延べ  112人～31年 3月 川崎市

青少年の未就労
状況からの脱却と
就労の機会を与
える事業

学校と社会の架け橋プロジェクト事業 (神奈川県)

104在校生 延べ   57人～31年 3月 飯能市 4人

青少年の未就労
状況からの脱却と
就労の機会を与
える事業

学習相談連携デスク指導業務 (学校法人駿河台
大学)

就労支援提
供を希望す
る関係者

青少年の未就労
状況からの脱却と
就労の機会を与
える事業

その他の就労支援提供事業の実施 通 年 各地 4人 延べ  130人 59



定款に記載
された事業名

事 業 内 容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

集団生活、共同
作業等、社会参
加基礎訓練の場
を提供する事業

若年者就労基礎訓練プログラム(ジョブトレ) 通年 立川市 29ノ、

若年無業者
等でプログ
ラムの参加
を希望する
者

登録  109人 38,697

集団生活、共同
作業等、社会参
加基礎訓練の場
を提供する事業

学習スペース高松 通年 立川市 11人

′」ヽ4-中 3ま

での支援を
要する子ど
もとその保
護者

延べ  217人 1,251

集団生活、共同
作業等、社会参
加基礎訓練の場
を提供する事業

中途退学者等への「学び直し」支援業務 (東京都
教育委員会)

～31年 3月 立川市 12人

都立高校中
退または通
信制過程在
学生徒

延べ  358人 3,186

集団生活、共同
作業等、社会参
加基礎訓練の場
を提供する事業

学びのセーフティネット(学習支援・居場所づくり)事
業(東京都教育委員会)

31年4月 ～ 立川市 10人

都立高校在
学・中退ま
たは通信制
過程在学生
徒

延べ  140人 6,990

集団生活、共同
作業等、社会参
加基礎訓練の場
を提供する事業

生活困窮世帯等を対象とした子どもの学習支援事
業(立川市委託事業)

通年 立川市 32人

立川市内在
住の支援を
要する子ど
もとその保
護者

延べ 2,090人 11,433

集団生活、共同
作業等、社会参
加基礎訓練の場
を提供する事業

学習支援サマーキャンプの実施 2018 30年8月 丹波山村 6人
学習支援事
業に登録す
る子ども

参力1  17人 1,016

集団生活、共同
作業等、社会参
加基礎訓練の場
を提供する事業

学習支援サマーキャンプの実施に向けた準備
2019

通年 立川市 4人 7

集団生活、共同
作業等、社会参
加基礎訓練の場
を提供する事業

ボードゲームによる子ども・若者の居場所づくリス
タートアップ事業

～31年 3月 府中市 16人
支援を要す
る子どもとそ
の保護者

長1´ミ  93()ノ、 1,162

集団生活、共同
作業等、社会参
加基礎訓練の場
を提供する事業

PC検定対策講座支援員 (東京都立南大沢学園) ～31年 3月 人王子市 13人 在校生 延べ   120人 250

集団生活、共同
作業等、社会参
加基礎訓練の場
を提供する事業

東京都立砂川高校 校内寺子屋事業に係る学習
支援の実施。

通 年 立川市 19人 在校生 延べ  378人 422

集団生活、共同
作業等、社会参
加基礎訓練の場
を提供する事業

学習支援の実施 (東京都立秋留台高等学校) 31年4月 ～ あきる野市 6人 在校生 223人 1,422

集団生活、共同
作業等、社会参
加基礎訓練の場
を提供する事業

学習支援の実施 (東京都立武蔵村山高等学校) 31年4月 ～ 武蔵村山市 4人 在校生 271人 172

集団生活、共同
作業等、社会参
加基礎訓練の場
を提供する事業

学習支援の実施 (東京都立八王子拓真高等学校) 31年4月 ～ 八王子市 8人 在校生 延べ   53人 259

集団生活、共同
作業等、社会参
加基礎訓練の場
を提供する事業

学習支援の実施 (学校法人駿河台大学) 31年 4月 ～ 飯能市 4人 在校生 延べ  133人 380

集団生活、共同
作業等、社会参
加基礎訓練の場
を提供する事業

校内寺子屋事業に係る学習支援の実施 (東京都
立東村山高等学校)

1年 7月 ～ 東村山市 8人 在校生 延べ   95人 76



定款に記載
された事業名

事 業 内 容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

集団生活、共同
作業等、社会参
加基礎訓練の場
を提供する事業

若者TECH(企 業との協働事業) 通年 各地 10人
若年無業者
等で受講を
希望する者

延べ 3,142人 11,055

集団生活、共同
作業等、社会参
加基礎訓練の場
を提供する事業

ホンキの就職プロジェクト(企業との協働事業) 通年 各地 3人
若年無業者
等で受講を
希望する者

延べ 2,220人 1,508

集団生活、共同
作業等、社会参
加基礎訓練の場
を提供する事業

若年者集中訓練プログラム事業(厚生労働省委託
事業)

～31年 3月 立川市 7人

サポステの
支援を受
け、当プログ
ロム受講の

意思表示を
した者

受講  15人 2,075

集団生活、共同
作業等、社会参
加基礎訓練の場
を提供する事業

就労準備訓練及び社会適応力訓練支援事業(杉

並区委託事業)
通年 杉並区 17人

原則39歳以
下の就労準
備訓練参加
希望者

延べ 1,577人 24,941

集団生活、共同
作業等、社会参
加基礎訓練の場
を提供する事業

合宿型就労体験事業 (杉並区) 30.年■0月
杉並区
南伊豆町

5人
すぎトレ及
びすぎJOB
利用者

参加   4人 344

集団生活.共 同
作業等、社会参
加基礎訓練の場
を提供する事業

合宿型就労体験事業 (杉 並区)実施に向けた事前
「,同査

1年6月
杉並区
南伊豆町

3人 122

集団生活、共同
作業等、社会参
加基礎訓練の場
を提供する事業

Youth Dnve(企 業との協働事業) ～30年 12月 各地 9人
若年無業者
等で受講を
希望する者

6,433

集団生活、共同
作業等、社会参
加基礎訓練の場
を提供する事業

Youth DⅣ e for Digital Flexible Job(企 業との協働
事業)

31年 1月 ～ 各地 8人
若年無業者
等で受講を
希望する者

延べ  384人 3,888

集団生活、共同
作業等、社会参
加基礎訓練の場
を提供する事業

更生施設での就労支援 通年 各 地 13人 入院者 延べ  836人 6,430

集団生活、共同
作業等、社会参
加基礎訓練の場
を提供する事業

その他の基礎訓練提供事業の実施 通年 各 地 12人

訓練等情報
提供を
希望する関
係者

18

青少年とその保
護者に対する相
談事業

ニート・ひきこもりの子を持つ母親の会「結」 通年
立川市
川崎市

15人
若年無業者
等の子をも
つ保護者

延べ 1,039人 14,152

青少年とその保
護者に対する相
談事業

保護者向けセミナー等の実施(Adobe Foundation) 通年 立川市 8人
相談・情報
提供を希望
する保護者

延べ   57人 37

青少年とその保
護者に対する相
談事業

若者の自立等支援体制整備事業(府 中市委託事
業)

通年 府中市 10人

市内の15-

概ね34歳の

若者または
その保護者

延べ   93人 1,797

青少年とその保
護者に対する相
談事業

産業カウンセリング業務委託(青梅市立総合病院) 通年 青梅市 4人 病院勤務職
員

延べ   15人 175



定款に記載
された事業名

事 業 内 容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

青少年とその保
護者に対する相
談事業

川越しごと支援センター若年末就労者向け支援事
業(埼玉県川越市)

通年 川越市 2人

概ね15-39

歳の未就労
の子供をも
つ親・家族

延べ  106人 428

青少年とその保
護者に対する相
談事業

ビデオ通話システムの普及・活用による保護者支
援に関する地域格差解消プロジェクト(公 益財団
法人電気通信普及財団)

通年 各地 4人
相談・情報
提供を希望
する保護者

延べ  100人 2,709

青少年とその保
護者に対する相
談事業

保護者向けセミナー・相談会の実施 通年 各地 6人
相談・情報
提供を希望
する保護者

45

青少年の就労と
社会参加に関す
る情報収集およ
び提供事業

キャリア教育プログラム及びキャリア教育支援者育
成事業の実施(企業との協働事業)

通年 各地

10人

登録講師
21人

キャリア教育
支援者

受講  52人
5,827

高校生 延べ 4,029人

青少年の就労と
社会参加に関す
る情報収集およ
び提供事業

金銭感覚基礎教育プログラムの実施(企業との協
働事業)

通年 各地

11人

登録講師
55人

高校生 延べ 2,122人 14,882

青少年の就労と
社会参加に関す
る情報収集およ
び提供事業

都立高校生の社会的・職業的自立支援教育プロ
グラム事業(東京都教育庁・(特非)東京学芸大こど
も未来研究所)

通年 東京都
8人

登録講師
69人

都立高校の
在校生

延べ 6,193人 5,917

青少年の就労と
社会参加に関す
る情報収集およ
び提供事業

地域の多様な人材との連携による高校生自立支
援事業(2地区)(埼玉県)

通年 埼玉県

13人

登録講師
63人

埼玉県立高
校(実施地
区)の在校
生

延べ 5,584人 8,042

青少年の就労と
社会参加に関す
る情報収集およ
び提供事業

離職者訓練心理相談室業務((独)高 齢・障害・求職
者雇用支援機構神奈川支部・埼玉支部)

通年
埼玉県
神奈川県

5人 童:毛ね20-60

代の訓練生
延べ  132人 660

青少年の就労と
社会参加に関す
る情報収集およ
び提供事業

若者のためのITアカデミー就労支援PF運営移行
フェーズプロジェクト(企業との協働事業)

～31年 3月 立川市 4人
若年無業者
等で受講を
希望する者

受講  303人 958

青少年の就労と
社会参加に関す
る情報収集およ
び提供事業

その他の情報収集提供事業の実施 通年 各 地 8人
情報提供を
希望する関
係者

654

青少年の就労と
社会参加に関す
るネットワーク構
築事業

立川市子ども。若者自立支援ネットワーク運営委託 通年 立川市 6人
支援機関・

団体の実務
者

機関・

団体
29機関 949

青少年の就労と
社会参加に関す
るネットワーク構
築事業

国分寺市若者支援業務 通年 国分寺市 5人
支援機関・

団体の実務
者

機関・

団体
13機関 1,490

青少年の就労と
社会参加に関す
るネットワーク構
築事業

国立市子ども・若者支援業務運営補助 31年4月 ～ 国立市 4人
支援機関・

団体の実務
者

219

青少年の就労支
援のための指導
者の育成事業

子ども・若者支援地域協議会の運営にかかるスー
パーバイズ業務委託(名 古屋市)

通年 名古屋市 4人
情報提供を
希望する関
係者

138

青少年の就労支
援のための指導
者の育成事業

若者の自立支援に係る区市町村職員向け研修の

実施(東京都)

31年 2月 八王子市 2人 都・市区町
村職員

50ノ、 52



定款に記載
された事業名

事 業 内 容 同時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業■
(千円)

青少年の就労支
援のための指導
者の育成事業

各地における講演等事業 通年 各地 10人
情報提供を
希望する関
係者

451

青少年の就労と
社会参加に関す
る広報事業

広報事業の実施 通年 各地 42人
情報提供を
希望する関
係者

20,400

(2)その他の事業 (事業費の総費用【  】千円)

定款の

事業名
事 業 内 容 同時 場 所

従事者
人数

事業費
(千円)

出版事業 書籍・物品販売 通 年 各 地 6人 128



書式第 14号 (法第 28条関係 )

平成30年度 活動計算書 (そ の他事業が上∠場
特定非営利活動法人 育て上げネット

【B】  経 常 用

口

円

事 業 報 告 用

科 目
小計・合計金  額

特定非営利活動に係る事業 その他事業

金  額 1小計・合計
合 計

1お ,0∞
3,000

140,0001

0 143,000

191:962984
91,962,9841

01

0 91,962,984

1 42.600,344
0

27,965,000

14,635,8441

0 42,600,844

1356.939.26J
212,068,1431
85,941,3591
11,332,7721

39,608,302.
4,261,179
2,851,761

875,752

0

354,735

354,73

357,294,003

6.448
608

2,300
3.540

11 6,459

【A

経 常 収 益 計 1491,652.544 354,746 492.007.290

260,966,294
0

0

33,667,984
572,015

10,626.249

305,832.542 59,452 305,891,994

1,921

25,178
0

0

0

0

0

0

0

14,133
0

0

0

216
0

0

0

0

0

0

0

68.526
|

5,466,4191
01

-5.439,3411

ol

117,335,092
2,865,994
1,006,500

-1,962,974

8,325,038
4,996,052

15,041,585
6,299,885

188,891
453,850

2,490,519
5,956,539
1,744,122

23,625,898
19,285,963
8,644,167

206,0001

105,0611

1,373,6651

25,262
4,266,306

33,484
201,678
706,256

11,386,825

0

117.266.566

127.978 423,227,086

期首商品棚卸高
仕入高

期末商品棚卸高
旅費交通費
通信運搬費
広告宣伝費
消耗品費
修繕費
車輌費
光熱水料費
賃借料
保険料
諸謝金

租税公課
委託費
報奨金

交際費
支払手数料
会議費
活動費
研修教育費
新聞図書費
印刷製本費
地代家賃

雑費

1

事業費計

(2)その

給料手当
役員報酬
退職給付費用
法定福利費
福利厚生費

(1)人

:423.099.108

正会員受取会費

受取寄附金

2

受取補助金
受取地方公共団体補助金

就労機会提供事業収益
若年者就労基礎訓練事業収益
保護者相談事業収益
情報収集及び提供事業収益
ネッ トワーク構築事業収益
指導者養成事業収益
広報事業収益

4

5
受取利息
受取配当金



0

34,762,627

0

2,148,602
823.192

43,260,706

5,526,2851

0 43,260,706

20,430,925

旅費交通費
通信運搬費
消耗什器備品費
修繕費
新聞図書費
車両費
光熱水料費
地代家賃賃借料
減価償却費
商標権償却
保険料
支払手数料
租税公課
広告宣伝費
寄付金支出
管理諸費
研修教育費
支払利息

2

役員報酬

給料手当
法定福利費
退職給付費用
福利厚生費

(1)人

(2)その
会議費
交際費

73,

134,

1,763,

1,397,

1,229,

59,

88,

3,

904,

6,648,

1,529,

9601

4901

9401

6801

9961

2051

3311

8551

01

9761

307
1041

2761

0

430
626
646
2801

20,420.125

186,

1,625,

751,

134,

2,131,

39,

997,

719,

403

899

721

10,800

10,80

63.6180.831 10,800 63.691,631

486,779,939 138.773 486.918.717:  ヨ 用
= A ・ ・ ・ ( 4.872.605 215,968 5,088,573

0

C
固

正

D

正

固定資産除却損
災害損失

-1-1 0邑 常 タ・ 増 滅 l iC】 ― 【D】 ・・・(

-215.968三 分 211,968
5,088.5725.0(,8.572

ｎ

）)・ ・ ・ ④

70,560

13,458,820

+ +

人 及

正

+正 18.476.832

||1田|1出1鳳|1廻IШ IIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIII■ ■|



書式第 15号 (法第 28条関係)

平成 30年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 育て上げネット

科 目 金  額 小計・合計

現金預金

売掛金

棚卸資産

立替金

仮払金

前払費用

73,379,064

71,550,213

7,402,315

891,591

153,900

15.∞2,402

155,902,402①

2,525,319,

流動資産合計

1 議勁資産

A の

12.343,7

24 729

12.278.9

12.273.

314,953

3,423,730

(2)無形固定資産

ソフ トウェア

借地権

商標権

(3)投資その他の資産

出資金

収益事業元入金

保証金

敷金

2 固定資産

(1)有形固定資産

建物付属設備

車両運搬具

什器備品

11,643,2001

320,8461

120,000

4,000,000

4,800,0001

【A】 資 産 合 計 ①+② 180.525,131

未払金

未払費用

未払給与

未払消費税等

未払法人税等

前受金

預 り金

仮受金

短期借入金

一年以内に返済予定の長期借入金

925,948

13,249,198

27,711,337

4,473,500

70,000

13,007,078

2,111,238

0

50,000,000

18,000,000

129.548.299

129.548.29流動

1 流動負債

債合計 ・・・③

32,500,

32,500,000

32.500,④

長期借入金

2 固定負債

固定負債合計  ・
162.048.29+

【B-1】 負 の 部

負 債 合 計

13,458,820

当期正味財産増減額 5,018,012

前期繰越正味財産額

【B-2】 正 味 財 産 の 部

18 476 83

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 180,525,131



書式第 16号 (法 28条 関係 )

平成30年度 計算書類の注記 事 業 報 告 用

生農担当出譴妨u=宣 :■旦茜し生_

1 重要な会計方針

財務諸表の作成は、NЮ法人会計基準 (節 10年 7月 20日  "17年 12月 12日 最終改正 NIЮ法人
会計基準協議会)によっています。

(1)たな卸資産の評価基準及び評価方法

最終仕入原価法に基づく原価法を採用しています。

(2)固定資産の減価償却方法

建物附属設備、車両運搬具、工具器具備品については定率法を、平成28年 4月 1日 以後に取得した建物附属設備については、

定額法を採用し、未償却残高については直接法により表示しています。

商標権については定額法を採用し、未償却残高については直接法により表示しています。

(3)消費税等の会計処理の方法

消費税の会計処理方法としては、税込経理方式を採用しています。

2 事業費の内訳

(単位 :円 )

科 目

就労機会

提供事業

費

若年者就

労基礎訓

練事業費

保護者相

談事業費

情報収集

及び提供

事業費

ネットワー

ク構築事業

費

指導者養

成事業費

広報事業

事業費

出版事業

等事業費 合計

(1)人件費

役員報酬

給料手当

法定福利費

福利厚生費

通動費

人件費計

(2)その他の経費

売上原価

旅費交通費

通信運搬費

広告宣伝費

消耗品費

修繕費

車輌費

光熱水料費

賃借料

保険料

諸謝金

租税公課

委託費

報奨金

交際費

支払手数料

会議費

活動費

研修教育費

新聞図書費

印刷製本費

地代家賃

雑費

0

153.841,978

19,717,151

375,762

7,470,989

0

69,422,726

9,345,684

133,653

1,975,556

0

12,636,968

1,164,876

24,100

694,853

0

13,211,021

1,615,943

38,50(〕

474,611

0

1,253,374

199,878

0

2,068

0

92,5“

12,176

0

0

0

1()507,723

1,612,276

0

8,172

0

59,452

0

0

0

0

261,()25,7“

33,“7,9M

572,015

10,626,249

181,05,8Ю 80,877,619 14,520,797 15,"0,"5 1,455,320 l“,6Ю 12,128,171 59,452 305,891,994

AI

l.720.3αDI

2.836.1691

4.306.8371

2.423.9701

153.7911

1,505,9141

4,375,885

786,749

5,263,010

9,5節 ,5∞

4,617

0

0

124,846

1,3α〕

Ю4,425

0

4,068

526,351

4,215,633

0

97.ω 51

2.037.2031

7".3471

2.557.7961

2,902,520.

35,100

453,8Ю

926,533

525,015

953,0163

8,254,116

5,759,44()

6,85Q450

2(χ;,αⅨ〕

9,550

521,330

13,788

2,738,578

31,αⅨ)

192,`X,6

0

6,803,540

0

AI

826.6391

175.7101

655,7∞
|

722,2581

0

0

52,704

182,708

0

875,410

615,991

2∞,αЮ

0

9,416

“

,αЮ

2,950

".8490

0

0

338,637

0

1,7ω,9351

2i373:の 11

1.165.7591

3.710.2801

137,知 11

:|

4,037

780,911

0

7,481,218

2,134,"9

1,589,1∞

0

45,193

85,752

7,224

117,197

2,484

4,644

177,075

22,135

0

∩ |

176831

13.2231

156.8201

85、6●
|

0101

:|

0

0

7X,332

169,698

0

0

0

3,348

0

0

0

0

0

0

0

0‐

2",498

3,ω 7

0

0

0

0

"6,700

0

79,70()

113,613

0

0

38,373

432

0

2,530

0

0

0

548

0

Ю.9∞ |

1.059.6241

11.2371

3.654.1521

27.9671

∩|

1.2321

85.3201

4,3101

916,112

971,792

0

0

2,529

573,957

0

903,727

0

0

2,830

6.332

0

27,0781

0

1,921

25,178

0

0

0

0

0

0

0

14,133

0

0

0

216

0

0

0

0

0

0

0

l.936.5981

8.325,0381

4.997.9731

15“6.7631

6.299.8851

188.8911

453,8Ю
I

2,490,519

5,956,539

1,744,122

23,625,898

19,10,096

8,“4,167

2(κ,,αⅨ〕

105,(て,1

1,373,881

25,262

4,2“ ,よる

33,4鉾

201,678

7∞,2%
11,386,825

0

その他の経費計 38,174,X5 42,659,79() 4,821,972 21,599,妬 5 1,2()2,773 5%,1∞ 8,272,101 68,526 117,335,092

合計 219,580,245 123,537,409 19,勢2,769 36,939,540 2,658,093

“

0,7m
",《

Ю,272 127,978 423,227,086



3 使途等が制約された寄付金等の内訳

使途等が制約された寄付金等の内訳は以下の通りです。
当法人の正味財産は 18,476,832円 ですが、そのうち15,135,960円 は下記のように使途が特定されています。
したがって、使途が制約されていない正味財産は3瀾0,872円です。

(単位 :円 )

内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備考
若者UPプロジェクト

金銭感覚基礎教育
プログラム等の実

施事業

合計

9,519,447

1,1“ ,667

20,953,9Ю

14,(XЮ ,(XX)

16,504,094

14,αЮ,(X】)

13,969.293

1,1“ ,667

日本マイクロソフト(株 )

(株)新生銀行
10,686,114 飢953,910 3(,5餌 ,"4 15,13599

4 固定資産の増減内訳

(単位 :円 )

5 借入金の増減内訳
単位 :円 )

6 役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

単位 :円 )

科 目

期首取得

価額 取得 減少

期末取得

価額

減価償却

累計額

期末帳簿

価額
有形固定資産

建物附属設備

車両運搬具

工具器具備品

無形固定資産

商標権

投資その他の資産

出資金

収益事業元入金

保証金

敷金

合計

14,105,6カ

6,360,998

3,389,649

345,080

lη,αЮ

4,∝Ю,αЮ

4,8∞ ,∝Ю

l,203,7∞

5,.767 ,6 10

0

0

0

0

0

0

22節 ,αЮ

0

0

%,264

0

0

0

0

0

19,873,270

6,3ω ,"8
3,293,385

12QαЮ

4佃脚
4,8∞ (XЮ

3,423,7∞

勢5,080

‐8,2■ 070
‐6,αЮ,152

-2,978,432

‐y,080

11,“3,2(Ю

320,846

314,953

0

12Q(IЮ

4,αЮ,αЮ

4,8(X),(XⅨ〕

3,423,73()

箕,325,117 7,987,610 %,%4 42,216,463 -17,593.734 24,622,729

科 目 期首残高 当期借入 当期返済 期末残高
50,α】),αX)

72,%6,∝Ю

50,∝Ю,αЮ 50,(XЮ ,(X】〕

22,466,(XX〕

50,∝Ю,∝Ю

50,5∞ ,∝Ю

短期借入金

長期借入金

合計 12,以

“

,αЮ 50,αЮ,αЮ 72,4%,α� 1∞,5∞ ,αЮ

科 目 計算書類に計
上された金額

内、投員及
び近親者との

取引

261,の 5,746

勢,762,627

12,591,3()4

6,428,6%

(活動計算書澤 薬費

給与手当

(活動計算書)管理賣

給与手当

活動計算書計 295,788,373 19,()2Q∞ 0

13,249,198

27,711,337

Xl,076

1,711,(),3

(貸借対照表)

未払費用

未払給与

貸借対照表計

“

,%0,535 2,072,169



書式第 17号 (法第 28条関係 )

平成30年度 財産目録

【A】 資 産 の 部

2 固定資産

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 育て上げネット

建物附属設備
生活館 ビル半地下内装工事等
生活館 ビル1階内装工事等
生活館ビル2階内装工事等

重__」 _ヽ_計 1合  計

i55.002,
現金預金

手元現金
多摩信用金庫 本店 普通預金
多摩信用金庫 本店 普通預金
多摩信用金庫 本店 普通預金
多摩信用金庫 本店 普通預金
多摩信用金庫 本店 普通預金
多摩信用金庫 本店 普通預金
多摩信用金庫 本店 普通預金
多摩信用金庫 本店 普通預金
多摩信用金庫 本店 普通預金
多摩信用金庫 本店 普通預金
多摩信用金庫 本店 普通預金
多摩信用金庫 本店 普通預金
多摩信用金庫 本店 普通預金
三井住友銀行 立川支店 普通預金
三井住友銀行 立川支店 普通預金
三井住友銀行 立川支店 普通預金
三井住友銀行 立川支店 普通預金
ゆうちょ銀行 通常貯金
ゆうちょ銀行 通常貯金
ゆうちょ銀行 通常貯金
ゆうちょ銀行 通常貯金
ゆうちょ銀行 通常貯金
ゆうちょ銀行 通常貯金
ゆうちょ銀行 通常貯金
ゆうちょ銀行 通常貯金
ゆうちょ銀行 通常貯金
ゆうちょ銀行 通常貯金
大東京信用組合 立川支店 普通預金
JAバ ンク 幸町支店 普通預金
西武信用金庫 幸町支店 普通預金
休眠預金 口座
多摩信用金庫 本店 定期積金

73,379,064
1,212,171

39,571,517
1,900,946

0

0

12,227,981
0

0

11,997,680
01

01

01

01
′ |

4,151,9621
01

993,6001

342,6621

0.

01

0

0

9,584
01

0

0

48,000
32,580
6,177

1

239
83,960

800,000売
喀言][言[]炉言][]金
歩を言曽言富i]掛金

棚卸資産
出版物等

前払費用

立春輩

館ビル家賃筆

仮払i型「

個人負担分等立替分

43,174,621
18,382,308
1,496,817
6,554,774
1,905,862

34,337
0

94

71,550,213

7,402,315

2,525,319

891,591

153,900

7,402,31 51

い

2 525 3191

891 591

153 900

流動資産合計 ・・・① 155.002,

1 流動資産

12.273.999

1

芳賀第2ビル3階内装工事等

2,606,686
l,487,430
r,856,033
5, 693, 051

11,643,200

科 一≡

___|__

1, ,7n gOn



車両運搬具
事業用車両

什器備品

320,8461
ラ
ン
ノヒフェード、ハイ_エース、ハイゼットカーゴ

)

314,953
事務用家具等
ホワイ トボー ド
ノー トパソコン15

263,405
51,533

15

01

0 0

ト

2) 形 固

て

ソフ トウェア

借地権
商標権

120,000

の の

収 益 元入金 4,000,00

4 800 000

586 530

4,000,000

1`と」型

110,000

生活館 ビル保証金
保証金 4,800,000

3,423,730

(3)
出資金

多摩信用金庫
西武信用金庫

r97,200
420,000

2,220,000

収益事業元入金

敷

亀
遠彗具

多蠣  [敷金
り上 |

24_622.729

【A】 資 産 計 ①+② 180.525,131

-1
1

未払金
電話代
電気代、水道代
宅急便代、郵便代等
ガソリン代、広告代等
事務用品代、パフォーマンスチャージ代等

70,3741

159,1031

173,8681

348,3211

114,2821

925,9481

未払費用
講師謝金

労働保険料
広告代等
委託費、芳賀第2ビ ル3F改装費等

13,249198

通費等未精算

1,911,8491

1,763,7481

1,365,406.

7,703,042
505,153

靡 鏃 定申告納付分

27,711,337
27,711,33 71

4,473,500
473 500

未払法人税等
法人都民税確定申告納付分
法人市民税確定申告納付分

70,000

20, 000
50, 000

前受金
就労機会提供事業前受金

13,007,078
13 007 0781

預 り

菫幕雨婆曇雲賃酔得税

2,111,238

預 り住民税
仮受金
短期借入金

663,123
736,415
711,700

0 0

50,000,000

多摩信用金庫短期借入金
一年以内に返済の長期借入金

多摩信用金庫借入金

50,000,000
計
■
―

18,000,00
6,000,000

日 12 000 000

2

長期

fifi曇茎晟基金倉入金

15,500,0001
17,000,0001

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 1162.048.299

18.476.832【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】



書式第 18号 (法第 28条関係)

平成 30年度年間役員名簿 J擢言精露だぢF暑層濡ξ翼耗I:鮮舗謂鱒gttJナ型哲
所並

特定非営利活動法人 育て上げネット

1 確認事項 (法第 20条及び第21条 を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)

□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第21条関係)

2 役員一覧

事 業 報 告 用

役 名
どちらかに○

(フ リガナ)

住 所 又 は 居 所
前事業年度内の

就任期間

報酬 を受 けた期間

(該当者のみに記入)
氏   名

1
理 事 ・監事

クドウケイ

工藤 啓

平成 30年 8月  1日

令和元年 7月 31日

年  月  日

年  月  日

2
監 事

イシヤマ ヨシノリ

石山 義典

平成 30年 8月  1日

令和元年 7月 31日

年 月

月

日

日年

3 監事理 事
ワタ' シケ

゛
ヒロ

和田 重宏

平成 30年 8月  1日

令和元年 7月 31日

年  月  日

年  月  日

4 ・監事理事
ヤマモト ケンシ' 平成 30年 8月  1日

平成 30年 9月 29日

年

年

月

月

日

日山本 賢司

5
監事理 事

拗
゛
か ヒテ

ド
タカ

長岡 秀貴

平成 30年 8月  1日

令和元年 7月 31日

年 月

月

日

日年

6
・監事理事

フカヤ ユミコ

深谷 友美子

平成 30年 8月  1日

平成 30年 9月 29日

年

年

月

月

日

日

7 監事
キムラ イツキ

木村 樹紀

平成 30年 9月 30日

令和元年 7月 31日

年 月

月

日

日年

8
クホ

゛
タ タカシ

久保田 崇

平成 30年 9月 30日

令和元年 7月 31日

年  月 日

日年  月

9 監 事理 事
ヤマク

゛
チ タカヒロ

山口 高弘

平成 30年 9月 30日

令和元年 7月 31日

年   月 日

日年 月

10 理 事 監事
ノク・チ アキナ

野口 晃菜

平成 30年 9月 30日

“
和元年 7月 31日

年 月

月

日

日年

⌒

Q:シ
監事



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

役 名
どちらかにO

(フ リガナ)

住 所 又 は 居 所
氏   名

前事業年度内の

就任期間
報酬を受 けた期間

(該当者のみに記入)

11 監事
サトウ カス'ナオ

佐藤 和直

平成 30年 9月 30日

令千口九年 7月 31日

年  月  日

年1   月   日

12
理事 .

コキント
｀
ウ ヤスシ

古今堂 靖

平成 30年 8月  1日

令下口元年 7月 31日

年  月  日

年 月 日



書式第4号 (法第 10条・第28条関係)

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人 育て上げネット

氏   名 住 所 又 は 居 所

和田 重宏

2 石山 義典

3 山本 賢司

4 井村 良英

深谷 友美子5

加藤 博文6

工藤 彰子7

8 大村 立秋

9 堀内 和彦

10 新宅 圭峰

11

12


